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研究要旨 

平成 16 年 7 月より市民による自動体外式除細動器（AED）の使用が認可されたのに伴い、市

中で利用可能な AED（PAD）の設置が広がりをみせ、平成 28 年 12 月までの AED の販売台数

の累計は 83 万台余であり、そのうち PAD が 68 万台余と 8 割以上を占めている。しかし AED
の有効活用に向けての適正配置や、使用にあたっての阻害要因、事例検証に関しての検討は十分

に行われていない。 
平成 28 年版に発表された救急蘇生統計によれば、心原性でかつ市民により心肺機能停止の時

点が目撃された 24,496 例中、市民により AED を用いた除細動が行われたのは全体の 4.5％、A
電気ショックの適応となる初期心電図波形がVF/無脈性VTのものに対して 23.7％であり、AED
の使用に至らなかった事例も多く存在した。すでにわが国で多く設置されている AED について

適正配置を検討するとともに、市民によるAEDの積極的な活用を阻害する因子を明らかにして、

AED の配置や救命講習の内容を改善し、メディカルコントロール下での事後検証の体制を整備

することにより AED の有効活用が推進されると考えられる。 
そこで本研究では、基礎データとしての AED の普及状況に係わる調査、公共場所で市民が

AED を使用した事例に関する調査、一般市民による AED の積極的な活用を阻害する因子に関

する意識調査の検討、通信指令員が心停止を疑った際に事前に登録された心停止現場付近にいる

救命ボランティアに対しての心停止発生通知システムの実地調査における検討、AED の内部記

録情報を含めた市民による AED 使用事例の事後検証体制構築に関する検討、児童生徒の院外心

停止の調査を実施した。 
AED の普及状況に係わる調査としては、先行の厚生労働科学研究に引き続いて全国での AED

の販売台数についての調査を継続している。わが国において平成 29 年 12 月現在で、これまで

の AED の販売台数はおよそ 94 万台となり、うち市中に設置された PAD が 83％（78.4 万台）

を占めた。平成 16 年以降の暦年ごとの AED の新規販売台数をみると、PAD についてはここ数

年 86,000 - 87,000 台で横ばいであったが、再度増加に転じて 96,138 台で過去最高となった。

なお、本調査は年間や累計の AED の販売（出荷）台数の調査であり、設置台数とは異なる。設

置台数の把握はわが国ではなされておらず、各製造販売業者が把握している廃棄台数を販売台数

から差し引く、AED の耐用期間（各機種により 6〜8 年、最頻値 7 年）を勘案して最近の販売

分のみを考慮に入れるなどにより推測は可能であるが、廃棄状況や実際の設置期間が正確に把握

されているわけではないため限界がある。AED は薬事法に規定する高度管理医療機器及び特定



 

 

保守管理医療機器に指定されているものでもあり、今後は製造販売業者のより一層の協力を得な

がら、わが国全体でより正確な設置台数の把握ができる体制構築が望まれる。 
院外心停止傷病者に対する一般市民救助者による AED の有効活用に関する前向き研究では、

対象地域（神戸市、大阪市および名古屋市）の消防機関より、2016 年 12 月 1 日から 2017 年 3
月 31 日（神戸、大阪）および 11 月 30 日（名古屋）の間に各消防機関が対応した、公共場所（住

宅や老人ホームなどの居住施設は含まれない）で発生した心停止傷病者について、現場での AED
の有無／電極パッド装着の有無／ショック適応の有無／ショックボタン押下の有無について調

査を行い、傷病者背景、傷病者接触までの時間、バイスタンダーや口頭指導の有無および心停止

発生場所の情報と合わせて分析を行った。対象となった心停止数は 558 例で、市民により AED
が持参されたのは 92 例（16.5％）、そのうちパッドが貼付されたのは 89 例（96.7％）、電気シ

ョック適応であったのは 35 例（39.3％）であった。電気ショック適応と判断された症例のうち、

電気ショックが実施されたのは 34 例（97.1％）であった。 
市民による AED の積極的な活用を阻害する因子の調査にあたって、先行研究では調査対象が

CPR 実施者に限られ、救命行動を起こせなかった人が含まれていなかった。CPR 実施や AED
使用を行った人だけでなく、人が倒れた現場に居合わせながら救命行動を起こせなかった人も対

象に加える意識調査を行うべく、質問票の検討を行った。阻害要因の解明のみならず、講習会に

おける指導内容の見直しにもつながるものと考えられる。 
心停止発生通知システムの実地調査における検討では、モデル地域である尾張旭市での実運用

を通じて検討を進めている。実際の救命につながるために必要となる登録ボランティアの増員に

向けて、2018 年 4 月以降に新たにボランティアとなるために救命講習を受講した市民（120 名

程度予定）に対し、登録ボランティアへの応募する際の障壁となる課題の抽出、救命処置と個人

情報保護に関わる講習会の効果検証を行うため、講習会内容等について検討を進めた。 
AED の内部記録情報を含めた市民による AED 使用事例の事後検証体制構築に関する検討で

は、まず検証の現状を明らかにすることとした。消防庁によるアンケート調査（平成 26 年度）

より、全国の消防本部のうち 38.9％（292 本部）では市民が AED を使用した場合の効果の検証

が行われていなかった。この際の効果の検証には、AED による傷病者への救命効果の検証と、

AED の適正使用の検証の２つがあるが、どの検証が、どの程度実施されているかについては明

らかになっていない。検証の実施には多くの情報が必要となるが、特に、医療機関での診療に関

する情報と、AED の内部情報についてはその入手に障壁がある。 
児童生徒の院外心停止の調査では、病院レベルでの小中高校生心原性院外心停止症例について

全国の小児循環器修練施設を対象に一次調査を行い、平成 27 年１月〜12 月の期間に該当施設で

管理した小中高校生心原性院外心停止症例 31 症例についての回答を得た。続いて二次調査を予

定している。 
以上の研究をさらに推し進め、市民による AED 使用事例の集積、AED 使用を阻害する因子

の把握や心停止発生の早期の通知システムと、学校管理下の心停止の発生状況の把握および

AED 適正配置の検討、AED 内部情報を含めた事後検証体制の構築と合わせて、AED の有効活

用が推進されると考えられる。 

 



 

 

A．研究目的 

平成 16 年 7 月より市民による自動体外式除細

動器（Automated External Defibrillator; AED）

の使用が認可されたのに伴い、市中で利用可能と

なる AED（Public Access Defibrillation; PAD）

の設置が広がりをみせ、平成 28 年 12 月までの

AED の販売台数の累計は 835,329 台であり、そ

のうち PAD が 688,329 台と 82.4％を占めてい

る 1)。 
先行研究 2) によれば、日本においても市民によ

る除細動は救急隊による除細動に比べて社会復

帰 に つ い て 調 整 後 オ ッ ズ 比 2.24 (95%CI 
1.93-2.61) と高い効果が期待される。 
一方、平成 28 年版救急・救助の現況によれば、

心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の時

点が目撃された 24,496 例（CA 群）中、初期心電

図波形が VF 又は無脈性 VT であったのは 4,660
例（VF 群）であり、うち一般市民による除細動

が行われたのは 1,103 例で CA 群の 4.5％、VF 群

の 23.7％であった 3)。これらは平成 26 年版にお

ける 907 例、CA 群の 3.6％、VF 群の 18.1％、平

成 27 年版における 1,030 例、CA 群の 4.1％、VF
群の 21.6％と比較して、除細動の症例数も実施割

合も経年的に増加しているが、いまだ AED の使

用に至らなかった事例も多く存在することは課

題と考えられる。 
その原因として、現場の近くに AED が設置さ

れていない、救助者が AED の設置場所を知らな

い、AED 使用を思いつかない、躊躇する、使用

法を知らない、AED が正しく作動しないなど、

様々な理由が考えられるので、その調査が必要で

ある。また解決策の一つとして、教育の充実や心

理的サポートの他、ソーシャルメディアテクノロ

ジーを用いた心停止発生および最寄りの AED 設

置情報の通知システムの開発も有効と考えられ

る。わが国ではほとんどの学校に AED が設置さ

れているが、これらを有効に用いるための訓練を

学校教育の中にどのように盛り込むかも大きな

課題である。また AED 設置台数の継続的な把握

とともに、実際の使用、作動状況について検証す

るためには、内部に記録された心電図波形等の分

析が必要であるが、これまで十分な検討が行われ

ていない。医療機関、消防機関、AED 製造およ

び販売業者等が協力して分析を行うことが可能

な体制が構築できるよう、法的および倫理的課題

を抽出して解決し、AED 使用例の事後検証を可

能とする。これらの結果より、AED の有効利用

の促進および検証について提言をまとめる。 
 

A-1. AED の販売台数と設置台数の調査に関する

研究 

市中（病院外）への AED の設置が広まりをみ

せているなかで、わが国において実際に設置され

ている AED の台数は、十分に把握されない状況

が続いている。先行研究である厚生労働科学研究

「自動体外式除細動器を用いた心疾患の救命率

向上のための体制の構築に関する研究」に引き続

いて、AED の普及実態や AED 販売の市場規模等

を明らかにするとともに、AED の効率的・効果

的な配置を進めるための研究や取り組みのため

の基礎的資料の整備を目的として、全国でのAED
の販売台数の状況を経年的に明らかにすること

を目的とする。 
 

A-2. 院外心停止傷病者に対する一般市民救助者

による AED の有効活用に関する前向き研究 

市民救助者による心停止傷病者に対する AED
を用いた電気ショックの実施は増加傾向にあり、

心停止傷病者の社会復帰の増加に寄与している

が、公共場所で心停止傷病者に対して、市民救助

者が AED を使用した件数は不明である。都市部

の公共場所における使用状況を明らかにするこ

とで、市民救助者が AED を使用することを阻害

している要因の調査の基礎資料とする。 
 

A-3. 意識調査にもとづく一般市民による AED の

積極的な活用を阻害する因子の調査に関する研



 

 

究 

市民によって目撃された心原性心停止症例の

うち、bystander CPR の実施割合は約 50%、AED
の実施割合に至っては 4.7%程度に過ぎない。一

般市民がCPR実施やAED使用に踏み切ることが

できない要因として、他の bystander の存在、倒

れている状態、倒れている場所といった心停止現

場の環境、CPR 手技実施への不安、心停止判断の

難しさなどが報告されている。しかし、これら先

行研究の対象者は CPR を実施した人に限定され

ていること、CPR 実施の定義が胸骨圧迫、人工呼

吸に限定され、反応の確認や応援要請から始まる

救命の連鎖の一連の行動が明らかになっていな

い。 
そこで本研究では、CPR の実施の有無に関係な

く、人が倒れた現場に居合わせた人を対象に、何

らかの救命行動を起こす際に抱く障壁を明らか

にすること、過去に CPR 講習会を受講経験があ

る人において、人が倒れた現場に居合わせた際に

何らかの救命行動を起こせた人と起こせなかっ

た人とで比較を行い、講習会の内容が実際の行動

に影響を与えたかについて明らかにすることを

目的とした。 
 

A-4. 現場付近の救助者への心停止発生通知シス

テムに関する研究 

市民救助者による AED の使用割合が低い原因

として、周辺の AED を探し出すことが困難であ

ること、地域の救急システムや救助の意思を持つ

ものが心停止を発見することが困難であること

が考えられる。その課題を解決するために、事前

に登録された心停止現場付近にいるボランティ

アへ心停止の発生情報と周辺の公共 AED の情報

を伝達することで速やかに AED を現場に届ける

ソーシャルメディアテクノロジーを用いた心停

止発生通知システムの実証実験を通じて AED の

使用促進に繋げるための課題について検討する。 
 
 

A-5. AED の内部記録情報を含めた市民による

AED 使用事例の事後検証体制構築に関する検討 

平成 16年 7月より市民によるAEDの使用が認

可された際、厚生労働省は、非医療従事者が AED
を使用した場合の効果について、「救急搬送に関

わる事後検証の仕組みの中で、的確に把握し、検

証に努めるもの」として検証の実施を求めた 4)。

これを受けて、総務省消防庁も、非医療従事者が

AED を使用した場合の効果について、メディカ

ルコントロール（以後、「MC」とする）協議会で

の検証の実施を求めた 5)。 
それから 10 年余りが経過したが、現在におい

てもなお、各都道府県、地域MC協議会において、

非医療従事者が AED を使用した場合の検証が十

分に行われている状況とはいえない。 
そこで本研究では、非医療従事者が AED を使

用した場合の効果の事後検証体制の構築に向け

て、まずは検証の現状を明らかにすることとした。 
 

A-6. 児童生徒の学校管理下心停止に関する研究 

院外心原性心停止を来した小中学生を対象と

した 2005-09 年の研究では、学校管理下における

心停止例が 55％、発症前経過観察例 48％、学校

発症例では運動関連例（とくに運動場、プール、

体育館）が多く、bystander-AED が多く、社会復

帰率が良好であった。本研究ではその後の環境変

化に伴った変遷を明らかにしようとする病院ベ

ースの全国調査である。心臓検診との関連を解析

することで心臓検診の精度向上につなげる事も

目指す。最終的には学校突然死ゼロを目標とする。 
 

B．研究方法 

B-1. AED の販売台数と設置台数の調査に関する

研究 

先行研究である厚生労働科学研究「自動体外式

除細動器を用いた心疾患の救命率向上のための

体制の構築に関する研究」の調査方法を踏襲し、

AED の製造販売業者の協力のもとで以下の項目



 

 

に関するデータを収集して取りまとめた。 
なお、各製造販売業者が把握している廃棄台数

（自社で更新した台数：古くなった AED などで、

同じ製造販売会社によって新しい AED で置き換

えられたもの）についても情報提供を求めた。 
（調査項目） 
① 年間（平成 29 年１月～12 月）の AED の 販

売（出荷）台数（実績ベース） 
② ①の医療機関、消防機関、およびそれ以外の

AED（以後「PAD」（Public access defibrillator)
とする）の販売台数、都道府県別の台数 

③ 廃棄登録台数（自社で更新した台数（古くな

った AED などで、同じ製造販売会社によって

新しい AED で置き換えられたものや、AED の

管理者から廃棄したとの登録、報告があったも

の等）） 
加えて、AED の耐用期間調査についても調査を

行った。わが国で販売されている AED（2018 年

3 月時点）について、その製造販売業者による添

付文書などから耐用期間について調査した。なお

AED 本体の耐用期間は、製造販売業者が使用環

境、単位時間内の稼働時間や使用回数などを考慮

し、耐久性に係るデータから設定 7) されている。 

 
B-2. 院外心停止傷病者に対する一般市民救助者

による AED の有効活用に関する前向き研究 

神戸市および大阪市の各消防局に対し、2016
年 12 月 1 日から 2017 年 3 月 31 日までの間に、

名古屋市消防局に対し、2016 年 12 月１日から

2017 年 11 月 30 日までの間に、消防機関が対応

した病院外心停止傷病者（ただし、住宅や老人ホ

ームなどの居住施設における心停止傷病者を除

く）について、市民救助者による AED の使用状

況を調査した。調査項目は AED 使用のフローに

従い、現場での AED の有無／電極パッド装着の

有無／ショック適応の有無／ショックボタン押

下の有無であり、心停止現場に赴いた救急隊員や

消防隊員が目視、または現場にいた市民救助者に

口頭で調査した。あわせて各消防機関に、傷病者

の年齢、性別、覚知時間帯、覚知から傷病者接触

までの時間、バイスタンダーの有無、119 通報時

における心肺蘇生法などの口頭指導の有無およ

び消防法施行令別表第１の区分に基づく心停止

発生場所の情報提供を依頼した。 
 

B-3. 意識調査にもとづく一般市民による AED の

積極的な活用を阻害する因子の調査に関する研

究 

18 歳以上の一般市民を対象（医療系国家資格取

得者は除外）とし、本研究に賛同いただける機関

や企業に対して質問票（紙上、または Web）調査

を行う。卒倒現場への遭遇有無および、救命行動

実施の有無は問わないこととする。質問票の配布

対象は 9,600 人、主要評価項目の解析対象者は

235 人となる見込みである。 
質問票に記載する内容について、救急医療の専

門家（救急医 4 人、看護師 3 人、救急救命士 3 人）

で専門家パネルを構成し、質問票に掲載する項目

を決定するために Delphi 法にて検討を行った。

先行研究をもとにして仮質問票を作成し、①障壁

となった要因のカテゴリーについて（死の恐怖へ

の接触、命を預かることへの負担感、救命行為に

伴う自身への代償の予測、心停止かどうかの不安、

CPR 実施への不安、混乱・焦り）について質問内

容を検討するとともに、②救命行動の実施（119
番通報、胸骨圧迫、人工呼吸、AED の使用、左

記以外の何らかの救命行動）、③対象者の性質、

④卒倒現場の情報、⑤AED 使用に関する障壁（使

用方法に対する不安、AED を見つけられない、

AED 使用判断の困難）、⑥CPR 講習会の内容を調

査項目とした。 
主要評価項目を「何らかの救命行動実施」、す

なわち②救命行動の実施で 1項目以上「実施した」

に回答した者として、5 年以内に傷病者の卒倒現

場に居合わせた経験のある 18 歳以上の一般市民

を主要評価項目解析対象者とする。 
 

B-4. 現場付近の救助者への心停止発生通知シス



 

 

テムに関する研究 

検討を行う「心停止発生通知システム」は 119
番通報を受信した通信指令員が心停止を疑った

際に、事前に登録された救命ボランティアのうち、

心停止現場から 1km 圏内にいる者に対して、心

停止の発生情報と周辺の公共 AED の情報を伝達

することで速やかに AED を現場に届けることを

目指すシステムである。通信指令台と連携した管

理端末から心停止発生情報の送信が行われ、専用

のスマートフォンアプリにおいて心停止発生情

報の受信が行われ、心停止発生情報を受信すると、

所有者への通知するとともに、心停止現場の位置、

その時刻に使用可能な公共 AED、自分の現在位

置、現在位置から心停止現場までの経路がスマー

トフォンの画面上の地図へ表示されるものであ

り、愛知県尾張旭市（人口：83,345 人、面積：

21.03km2）において継続的に実証実験を進めてい

る。 
実証実験における登録ボランティアの活用に

よる AED 活用促進に向けた課題の抽出のため、

2018 年 4 月以降に新たに登録ボランティアとな

るために救命講習を受講した市民（120 名程度予

定）に対し、①登録ボランティアに応募する際の

障壁となる課題の抽出、②登録ボランティアに対

する救命処置と個人情報保護に関わる講習会の

効果検証の２点について調査を進めることとし

た。 
 

B-5. AED の内部記録情報を含めた市民による

AED 使用事例の事後検証体制構築に関する検討 

総務省消防庁「救急・救助の現況」「救急業務

のあり方に関する検討会報告書」、東京消防庁「救

急活動の現況」、全国 MC 協議会連絡会資料など

の資料調査、ヒアリング、会議形式の議論等をも

とに検討を行った。 
 

B-6. 児童生徒の学校管理下心停止に関する研究 

病院レベルでの小中高校生心原性院外心停止

症例として、全国の救急搬送病院、小児循環器修

練施設を対象に一次調査として、平成 27 年１月

から 12 月までに該当施設で管理した小中高校生

心原性院外心停止症例について調査を行った。 
二次調査として、基本情報（都道府県、性別、

年齢、学年、人種）、イベント情報（年月、時間、

場所／学校内の場所、発症状況／運動との関連）、

発症状況（目撃者の有無、心肺蘇生者、AED 使

用の有無、使用者、発症から AED 使用までの時

間、AED 使用回数）、予後（自己心拍再開の有無、

時期、生命予後／１ヶ月生存、二次予防の治療、

１ヶ月時の神経学的予後）、疾患情報（最終診断

名、診断方法、既往歴、家族歴、前兆、学校心臓

検診での異常の指摘の有無、学校での管理区分、

過去の学校心電図の検討の有無、内容）などの調

査を次年度以降に行う予定である。 
 

C．研究結果 

C-1. AED の販売台数と設置台数の調査に関する

研究 

わが国においてこれまでにおよそ 94 万台の

AED が販売され、市中に設置された PAD が

83.1％（78.4 万台）を占めた。PAD の毎年の販

売台数は、いわゆるリーマン・ショックの発生し

た平成20年をピークとして急速に落ちこんだ後、

平成 23 年を底値として徐々に回復し、ここ数年

は 86,000 - 87,000 で横ばいとなっていたが、平

成 29 年度は再度増加に転じ、96,138 台で過去最

高となった。 
各製造販売業者が把握している PAD の廃棄台

数のこれまでの累計は 120,732 台であった。この

廃棄台数を、上記の PAD の累計販売台数から差

し引くと、663,735 台となる。この数値は、販売

台数に比べれば、より PAD の設置台数に近い数

値となる。ただし、廃棄台数の正確な把握は現状

では困難であり、正確な数字とは大きく異なるこ

とが想定され、あくまで参考数値となる。 
また、わが国で販売されている AED（2018 年

3 月時点）の耐用期間は 6〜8 年で、最頻値 7 年、



 

 

平均耐用期間 6.9 年であった。 
 

C-2．院外心停止傷病者に対する一般市民救助者

による AED の有効活用に関する前向き研究 

心停止傷病者の背景、年齢、性別には有意な差

を認めず、また消防機関の 119 番通報から傷病者

接触までの時間にも差を認めなかった。心停止の

発生時間帯では、深夜帯の市民救助者によるAED
の持参の割合が有意に低かった。 
心停止の発生場所については、消防法施行令別

表第１に基づく不特定多数出入施設と特定多数

出入施設において有意な差はなかったが、屋外の

事例では屋内に対して AED が準備された割合が

有意に低かった。電気ショックの適応については、

不特定多数出入施設と特定多数出入施設、屋外と

屋内での差はなかった。 
 

C-3. 意識調査にもとづく一般市民による AED の

積極的な活用を阻害する因子の調査に関する研

究 

質問票の検討にあたり、専門家パネルによる

Delphi 法により、調査項目①の各カテゴリーに対

して 5 項目ずつ質問項目を作成したのち、評価を

経て 1 つの質問項目の決定を行った。質問項目に

対しては、専門家パネルから得たコメントをもと

に文言の修正を行った。 
これらの結果をもとに質問票を作成し、今後、

一般市民による質問票評価を予定している。（現

在、所属機関による倫理審査中） 
 

C-4．現場付近の救助者への心停止発生通知シス

テムに関する研究 

実証実験では平成 29 年 6 月より登録ボランテ

ィアを消防職員に加え市役所職員を追加するこ

とで、心停止発生通知の受信対象者は増加したが、

実際に行動を起こした登録ボランティア数の増

加には繋がらなかった。そこで、登録ボランティ

アの更なる増員が課題として挙げられ、登録ボラ

ンティアの対象を市民へ拡大する準備を進めて

いる。 
登録ボランティアの対象を市民へ拡大する中

で、登録ボランティアが受講する講習会内容につ

いて議論した。本実証実験においては、消防庁の

普通救命講習Ⅰに筆記および実技試験を追加し

た普通救命講習Ⅱに準じた内容とすること、心停

止発生場所が自宅が多いことから個人情報保護

についても内容に盛り込むことを決定した。 
本実証実験ではその他にも実証実験内容につ

いて、個人情報保護について、メンタルケアにつ

いて、スマートフォンアプリの使用法についてな

ど多岐にわたる説明・講習をする必要があり、長

時間の講習会が登録ボランティアに応募する際

のハードルとなりうることから、e-learning 教材

の利用、受講者 2 人に 1 体の訓練用資機材一式を

準備することで講習会時間を短縮を図った。 
登録ボランティアの心肺蘇生法の実技の評価

にあたっては、客観的指標に基づいて胸骨圧迫の

質を評価するため、胸骨圧迫訓練評価システムを

用うことが必要と考えられた。 
登録ボランティア募集は平成 30 年 5 月 1 日よ

り開始され、年 3 回の講習会を行い、定員 120 名

に対して講習、ボランティア応募の際の障壁に関

する質問紙調査、講習会の効果検証をおこなう予

定である。 
 

C-5. AED の内部記録情報を含めた市民による

AED 使用事例の事後検証体制構築に関する検討 

非医療従事者が AED を使用して電気ショック

まで実施した件数については消防庁より経年的

に報告されているが、AED を使用するも電気シ

ョックまでは至らなかった事例については全国

的な統計はなく、東京消防庁の調査 34) によると

AED を装着した事例 884 例のうち 271 例（32.1%）

が電気ショックまで至っていることから、電気シ

ョックに至った例の３倍に AED が使われようと

したといえる。今後、市民が AED を使用しよう

とした（電気パッドを貼付した）事例の全数につ

いても把握できるよう準備が進められている。 



 

 

また検証の実施状況については、消防庁による

アンケート調査（平成 26 年度）36) において、全

国の消防本部のうち 60.9%（457 本部）で効果の

検証が実施されているものの、38.9％（292 本部）

では行われていなかった。 
検証が行われていない背景には、その地域にお

いて AED の使用事例がなかった場合のほか、事

後検証の実施を妨げる要因として、「除細動を行

った市民本人との接触が難しい」「AED のリース

会社からのデータ提供が断られた」「検証に係る

負担金、医師の調整がなされていない」「民間保

有の AED については、データ抽出に費用負担が

発生する」などがあげられた。 
効果の検証の内容としては、AED の傷病者へ

の救命効果はどうであったか、AED が非医療従

事者によって適正に使用されたかの２つがある

が、各地域 MC 協議会においての検証内容や頻度

等については明らかになっていない。前者におい

ては傷病者の転帰について医療機関からの情報

提供が必要となるが、この際に個人情報保護の問

題が生じる。 
検証に必要な情報の入手について、傷病者に関

する情報、救助者に関する情報、救急隊の活動に

関する情報、搬送された医療機関での傷病者に関

する情報、AED の内部に残された情報、環境に

関する情報などが検証の際に必要となるが、情報

の入手には時間や手間、費用を要するほか、医療

機関からの診療に関する情報提供、AED の内部

情報の入手が障壁となる。 
医療機関での診療に関する情報については個

人情報保護が課題となるが、医療機関から消防機

関へ提供される傷病者に関する情報の取り扱い

についての通知 37) などを通じて整理が図られて

いる。 
AED の内部情報の入手については、製造販売

会社による内部情報の収集と消防機関や医療機

関への提供について、近年、医療機器の選択や購

入を「誘引する手段としての便益労務」に該当す

るとした医療機器業公正取引協議会の見解から、

MC 協議会の事後検証のためのデータ提供につい

て費用の支払いを求められる状況が生じており、

検証にあたっての新たな課題となっている。 
 

C-6. 児童生徒の学校管理下心停止に関する研究 

小児循環器修練施設127施設に一次調査を行い、

79 施設（62％）から回答を得た。平成 27 年１月

から 12 月の期間に、該当施設で管理した小中高

校生心原性院外心停止症例は 31例（小学生 11例、

中学生 9 例、高校生 11 例）であった。引き続き

二次調査を行う予定である。 
 

D．考 察 

D-1. AED の販売台数と設置台数の調査に関する

研究 

本調査で示した販売台数は、AED の製造販売

業者各社からの年間の販売台数の報告に基づい

たものである。実際に日本各所に設置されている

AED の台数（AED の設置台数）とは異なってい

る。設置台数を直接集計した統計はわが国には存

在しない。 
現在販売されている AED の耐用期間を調べた

ところ、最短 6 年、最長 8 年、最頻値 7 年であっ

た。この結果から AED が販売され破棄されるま

での平均期間を 7 年と仮定し、2010 年までに販

売されたものはすべて破棄され、2011～17 年ま

での 7年間に販売されたものがすべて設置されて

いるとすれば 52 万台、8 年とすれば 57 万台が設

置されていることが推定される。ただし、AED
が販売後に実際に設置されるまでの期間、耐用期

間と実際の設置期間の差などあるため、より正確

な AED の設置数の推定には、それらの情報も必

要となる。 
また、AED の廃棄台数の正確な把握は現在な

されていない。AED は「医薬品、医療機器等の

品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」

に規定する高度管理医療機器及び特定保守管理

医療機器に指定されており、製造販売業者は厚生



 

 

労働省より「AED の設置者の全体の把握に努め、

円滑な情報提供が可能となるよう設置者の情報

を適切に管理する」こと 8) を求められていること

から、自社の販売した AED の廃棄台数について、

正確な数の把握が求められているといえるが、

AED の廃棄台数の捕捉率は 30％～70%台と製造

販売業者で大きな差があり、全体ではおよそ 55%
であった。AED 購入者の協力と、廃棄 AED の把

握に対する製造販売業者による積極的な取り組

みが拡がることで、捕捉率の上昇が期待される。 
 

D-2．院外心停止傷病者に対する一般市民救助者

による AED の有効活用に関する前向き研究 

大阪市および名古屋市において、公共場所で市

民救助者が AED を持参した割合は 16.5％であり、

海外（英国、オランダ、カナダ）の同様な調査報

告より高かった。 
AED が市民救助者により持参された場合には、

96.7％で AED のパッドが貼付され、パッドが貼

付された症例のうち、電気ショックが実施された

割合は 39.3％であった。2015 年の救急蘇生統計

によると、市民救助者により電気ショックが実施

されていない症例で救急隊接触時に電気ショッ

ク適応波形を示した症例の割合は 6.6％であった

が、救急蘇生統計では住宅や老人ホームなどの居

住場所における心停止が多く含まれることから、

公共場所での心停止は、居住場所の心停止に比較

して、電気ショック適応波形の存在割合が多いこ

とが推察できる。 
心停止発生場所についての比較は、屋外におい

て屋内より、市民救助者による AED 持参の割合

が有意に低かった。屋外では、傷病者が倒れてい

ることが認識されにくい、AED が屋内に設置さ

れていて直ぐには近づき難いなど、市民救助者に

よる電気ショックを阻害する要因になっている

のかも知れない。 
心停止発生場所別の電気ショック適応波形の

割合は、統計学的に有意な差を認めることができ

なかったが、症例数が増えることで、電気ショッ

ク適応波形の割合が高い場所が明らかになると

考えられた。 
市民救助者の AED を持参できなかった理由や、

AED の使用法の知識や、消防機関の通信指令の

口頭指導、救急隊到着などとの関連等については

不明となっている。 
我が国の都市部の公共場所での心停止の

52.6％は AED の設置場所から 100ｍ以内で発生

しており、これはデンマーク・コペンハーゲンや

カナダ・トロントよりも高い数値で市民救助者が

利用できる AED の配置環境には恵まれているが、

市民救助者による AED の使用の割合は諸外国に

比較して高くない。市民による AED 使用の促進

について、AED 使用法の普及、AED 使用の阻害

要因、心停止傷病者に組織的に対応する事業所内

の AED プログラムの普及などの効果についての

さらなる研究が必要と考えられた。 
 

D-3. 意識調査にもとづく一般市民による AED の

積極的な活用を阻害する因子の調査に関する研

究 

本調査により、人が倒れた現場に居合わせた人

全体（何らかの行動を起こすことができなかった

人とできた人を含む）の障壁となる要因やその程

度の違い、また、胸骨圧迫や AED 以外の救命行

動の実態とそれらに対する行動への障壁を明ら

かにすることができる。 
講習会で一般市民がどのような指導を受け、そ

れらが影響し救命行動の実施に至ったのかを明

らかにすることができる。今までの講習会では、

技術指導に焦点があてられてきたが、技術指導以

外の指導内容の重要性を明らかにすることで、今

後の講習会の指導内容の見直しを行うことがで

きる。 
 

D-4．現場付近の救助者への心停止発生通知シス

テムに関する研究 

登録ボランティアに応募する際の障壁を明ら

かにすることで、登録者の増員に向けた改善につ



 

 

ながることが期待される。この障壁は市民が心停

止傷病者に対して救助をおこなう際の障壁にも

一部応用できると考えられ、本研究で明らかにな

った障壁を取り除く方策は、市民救助者による

AED 使用の障壁の解明と使用促進にもつながる

と考えられる。 
また登録ボランティア養成講習会を通じて、講

習時間を短縮した講習会における手技の習得が

客観的指標により評価可能となり、AED 利用促

進に向けてより多くの市民に講習会の受講を促

すための方策の改善につながることが期待され

る。 
 

D-5. AED の内部記録情報を含めた市民による

AED 使用事例の事後検証体制構築に関する検討 

非医療従事者である市民が AED を使用した場

合の効果の検証の実施状況については、およそ６

割の消防本部においてMC協議会のもと実施され

ているが、効果の検証の内容や、どの程度実施さ

れているかについてはわかっていない。これは、

当初より検証が求められていながら、どのような

検証を行うかなどの内容までは整理されていか

ったことが背景の一つである。 
今後は、どのような内容で誰が、どのように検

証を実施するかなどの基準、すなわち AED の効

果の検証の標準化があるとよいであろう。標準化

によって AED の効果の検証が進むと考える。 
また、検証の際に必要となる情報の収集にあた

っては障壁が存在している。 
一つは個人情報保護への配慮である。個人情報

保護法制の変更など、情報を取り巻く環境の変化

に適切に対応するのは必ずしも容易ではない。

AED の検証のための情報収集についても今後、

個人情報についての整理が必要である。 
AED の内部情報の取得も障壁となっている。

AED 製造販売業者の協力が欠かせないものの、

提供に費用が課されつつある現状は、むしろ検証

体制の後退といえる。AED の不具合や故障は現

実に起こっており、本来、AED の製造販売会社

が積極的に情報収集したうえで、第三者によって

検証が行われる状況がもっとも望ましいるとい

える。個人情報にも配慮されつつ、AED の内部

情報が円滑に検証に供される体制が必要である。 
 

D-6. 児童生徒の学校管理下心停止に関する研究 

日本学校保健会の平成 24 年度〜28 年度の調査

では 147 名（小学生 32 名、中学生 54 名、高校生

61 名）の児童生徒に AED による電気ショックが

施行され、後遺症を残すことなく復帰した例は

64％（高校生）〜72％（小学生）であった。また

以前から心臓病を指摘されていたのは 28％（中学

生）〜38％（小学生）であった。すなわち学校で

AED による電気ショックが必要となった児童生

徒のうち、心臓病が指摘されていなかった割合は

約 3 分の 2 であり、心臓検診で指摘されなかった

児童生徒も含めて、運動場所、運動状況における

学校救急の一層の充実が学校突然死ゼロにむけ

た取り組みとして必要と考えられた。 
 

E．結 論 

AED の販売台数と設置台数の調査では、これ

までおよそ 94 万台の AED が販売され、うち市中

に設置される AED（PAD）が 83％（78.4 万台）

を占めていた。販売台数と機器の耐用期間から推

定される市中へのAED設置台数（2017年末）は、

52～57 万台と推定されるが、今後さらなる精査

が必要である。 
都市部（大阪市および名古屋市）の消防機関に

おける市民救助者による AED の使用状況の調査

では、公共施設および屋外において、心停止傷病

に対して市民救助者が AED を持参した割合は

16.5％で、そのうち、電気ショックの適応の症例

の割合は 38.0％であった。 
市民による AED の積極的な活用を阻害する因

子の調査にあたって、CPR 実施や AED 使用を行

った人だけでなく、人が倒れた現場に居合わせな

がら救命行動を起こせなかった人も対象に加え



 

 

る意識調査を行うべく、質問票の検討を進めた。

阻害要因の解明のみならず、講習会における指導

内容の見直しにもつながるものと考えられる。 
現場付近の救助者への心停止発生通知システ

ムに関する実証研究では、登録ボランティアの増

員に向けた養成講習会を進めるとともに、ボラン

ティア登録に関する障壁などの調査も行う予定

である。 
AED の内部記録情報を含めた市民による AED

使用事例の事後検証体制構築に関する検討では、

消防庁によるアンケート調査（平成 26 年度）よ

り、全国の消防本部のうち 38.9％（292 本部）で、

非医療従事者が AED を使用した場合の効果の検

証は行われていなかった。非医療従事者が AED
を使用した場合の効果の検証には、①AED によ

る傷病者への救命効果はどうであったかという

検証と、②AED が非医療従事者によって適正に

使用されたかという AED の適正使用の検証の２

つがあるが、どの検証が、どの程度実施されてい

るかについては明らかになっていない。検証の実

施には多くの情報が必要となるが、特に、医療機

関での診療に関する情報と、AED の内部情報に

ついてはその入手に大きな障壁がある。 
児童生徒の院外心停止は、高リスク群を完全に

把握することは困難であるが、発生状況、場所や、

現場での対応を含めた詳細な解析よって救命率

の一層の向上が期待できるため、データベースの

構築が必須である。 
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研究要旨 

（目的）平成 16 年 7 月より自動体外式除細動器（以後、「AED」とする）の使用が事実上一

般市民に認可されて以降、市中（病院外）への AED の設置が急速に広まった。今では駅など多

くの公共施設等で当たり前のように見かける状況である。AED の普及とともに、一般市民がそ

れを使用して心肺停止傷病者に電気ショックを実施する例や、それによって救命される事例も

年々増加している。しかしながら、設置されている AED の数に比べて、実際に使用される AED
は少ない。公費で設置されている AED も多く、医療に振り向けられる資源が限られているなか、

救命に関わる器具であってもその効率的・効果的配置が求められている。本研究は、AED の普

及実態や AED 販売の市場規模等を明らかにするとともに、AED の効率的・効果的な配置を進

めるための研究や取り組みのための基礎的資料の整備を目的として、全国での AED の販売台数

等の状況を経年的に明らかにすることを目的とする。 
（方法）これまでの調査方法を踏襲し、AED の製造販売業者に、次の項目に関するデータの

提供について協力を得た上で、収集したデータを取りまとめた。①年間（平成 29 年１月～12
月）の AED の販売（出荷）台数（実績ベース）、②①の医療機関、消防機関、およびそれ以外

（PAD）別の販売台数、都道府県別の台数、③廃棄登録がなされた台数 
（結果）本邦においては、これまでおよそ 94 万台の AED が販売され、うち医療機関や消防

機関以外に販売された AED（PAD）が 83％（78.4 万台）を占めた。平成 16 年以降の暦年ごと

の AED の新規販売台数をみると、PAD については、平成 29 年度は再度増加に転じ、96,138
台で過去最高となった。 
（考察・まとめ）本調査は、年間や累計の AED の販売（出荷）台数の調査であり、設置台数

とは異なる。設置台数の直接的な把握は本邦ではなされていない。販売台数と機器の耐用期間か

ら推定される市中への AED 設置台数（2017 年末）は、52～57 万台と推定されるが、今後さら

なる精査が必要である。 

 
 
 
 



 

 

A．研究目的 

平成 16 年より、自動体外式除細動器（以後、

「AED」とする）の使用が事実上一般市民に認可

されて 1) 以降、市中（病院外）への AED の設置

が急速に広まった。今では駅など多くの公共施設

等で当たり前のように見かける状況である。AED
の普及とともに、一般市民がそれを使用して心肺

停止傷病者に電気ショックを実施する例や、それ

によって救命される事例も年々増加している 2)。

しかしながら、設置されている AED の数に比べ

て、実際に使用される AED は少ない 3)。公費で

設置されている AED も多く、医療に振り向けら

れる資源が限られているなか、救命に関わる器具

であってもその効率的、効果的配置が求められて

いる。 
本研究は、AED の普及実態や AED 販売の市場

規模等を明らかにするとともに、AED の効率的・

効果的な配置を進めるための研究や取り組みの

ための基礎的資料の整備を目的として、全国での

AED の販売台数等の状況を経年的に明らかにす

ることを目的とする。 
※本調査は経年的なデータの積み重ねが重要

であり、前年度に実施した調査と同様の形で調査、

報告している。報告書についても前年と同じ記載

がある。 
 

B．研究方法 

1）AED の販売台数等調査 

これまで、厚生労働科学研究「心臓突然死の生

命予後・機能予後を改善させるための一般市民に

よる AED の有効活用に関する研究」等により

AED の製造販売業者の協力を得て、販売台数の

調査が行われてきた。本研究では、その調査方法

を踏襲し、AED の製造販売業者に、次の項目に

関するデータの提供について依頼し、得られたデ

ータを取りまとめた。 
なお、前回調査に引き続いて、本年も、各製造

販売業者に廃棄報告がされた台数（廃棄登録台数）

についても情報提供を依頼した。 
 

（調査項目） 
① 年間（平成 29 年１月～12 月）の AED の 販

売（出荷）台数（実績ベース） 
② ①の医療機関、消防機関、およびそれ以外の

AED（以後「PAD」（Public access defibrillator)
とする）の販売台数、都道府県別の台数 

③ 廃棄登録台数（自社で更新した台数（古くな

った AED などで、同じ製造販売会社によって

新しい AED で置き換えられたものや、AED の

管理者から廃棄したとの登録、報告があったも

の等）） 
 

2）AED の耐用期間調査 

AED の製造販売業者によって、わが国で販売

されている AED（2018 年 3 月時点）について、

その添付文章などから耐用期間について調査し

た。なお AED 本体の耐用期間は、製造販売業者

が使用環境、単位時間内の稼働時間や使用回数な

どを考慮し、耐久性に係るデータから設定 4) して

いる。 

 

C．研究結果 

1）AED の販売台数等調査 

① 平成 16 年７月から平成 29 年 12 月までの

AED の販売台数の累計を図表１に示す。 
 

図表１ 
  

AED 販売台数の累計 

（平成 16～29 年） 

医療機関 139,568  14.8% 

消防機関 20,495  2.2% 

PAD 784,467  83.1% 

合計 944,530  100.0% 

 
② 平成 16 年以降の暦年ごとの AED の販売台数

の累計を図表２（文末）に示す。 
 
 



 

 

③ 平成 16 年以降の暦年ごとの AED の新規販売

台数を図表３（文末）に示す。PAD の販売数に

ついては、リーマン・ショックの発生した平成

20 年をピークとし、以後急速に落ちこんだ。そ

の後、平成 23 年を底値として徐々に回復し、

ここ数年は、86,000 - 87,000 で横ばい傾向であ

ったが、平成 29 年度は再度増加に転じ、96,138
台で過去最高となった。 
 

④ 各製造販売業者が把握しているPADの廃棄登

録台数のこれまでの累計は120,732台であった

（図表４）。この台数を、①の PAD の累計販売

台数から差し引くと、663,735 台となる。 
 

図表４ 
 

PAD の販売台数と廃棄登録台数 

（平成 16～29 年） 

販売台数（累計） 784,467  

廃棄登録台数（累計） 120,732  

販売累計-廃棄累計 663,735  

販売台数に占める廃棄登録の割合 15.4% 

※各製造販売業者が把握しているものに限られている 

 

 

⑤ 本邦の AED の製造販売業者数については、平

成 16 年当初３社であったが、徐々に増加し、

平成 29 年現在、７社となっている。平成 29 年

中に新たな製造販売業者の参入はなかった。 
 

 

2）AED の耐用期間 

AED の製造販売業者によって、わが国で販売

されている AED（2018 年３月時点）の耐用期間

を（図表５）に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

図表５   

製造販売 

業者 
機器名 

耐用 

期間 

A 社 カルジオライフ AED-3100 8 

 
カルジオライフ AED-2150 6 

 
カルジオライフ AED-2151 6 

B 社 ライフパック CR Plus 8 

 
サマリタン PAD 350P 7 

C 社 ハートスタート HS1+ 7 

 
ハートスタート FRx+ 7 

 
ハートスタート FR3 6 

D 社 シーユーＳＰ１ 7 

 
アイパッド NF1200 7 

E 社 ZOLL AED Plus 7 

F 社 HDF-3500 7 

G 社 RQ-5000 6.5 

全社 平均耐用期間 6.9  

 

D．考 察 

1）販売台数と設置台数 

本調査で示す販売台数は、AED の製造販売業

者各社からの年間の販売台数の報告に基づいた

ものである。実際に日本各所に設置されている

AED の台数（AED の設置台数）とは異なってい

る。設置台数を直接集計した統計はわが国には存

在しない。 
現在販売されている AED について、その添付

文章の情報から耐用期間を調べると、最短 6 年、

最長 8 年、最頻値７年であった（図表５）。この

結果から AED が販売され破棄されるまでの平均

期間を７年と仮定し、2010 年までに販売された

ものはすべて破棄され、2011～17 年までの７年

間に販売されたものがすべて設置されていると

すれば、わが国では、52 万台が設置されていると

推定される。平均期間を８年とすれば、57 万台で

ある。ただし、ア.販売された AED が市中に設置

されるまでの期間、イ.製造販売業者によって定め

られた AED の耐用期間と実際に市中に設置され

ている期間の差に影響される。より正確な AED
の設置数の推定のためには、それらの期間の調査

が必要となるだろう。今後の課題である。 



 

 

販売台数と機器の耐用期間から推定される市中への

AED設置台数（2017年末） 

52～57万台（推定） 

 
2）廃棄登録台数とその捕捉率 

AED は「医薬品、医療機器等の品質、有効性

及び安全性の確保等に関する法律」に規定する高

度管理医療機器及び特定保守管理医療機器に指

定されている。また、その製造販売業者は、厚生

労働省より、「AED の設置者の全体の把握に努め、

円滑な情報提供が可能となるよう設置者の情報

を適切に管理する」こと 5) を求められている。 
上記の規定などからすると、AED の製造販売

業者は、自社の販売した AED の廃棄台数につい

て、正確な数の把握が求められているといえる。 
廃棄された AED のどの程度が廃棄登録される

のであろうか。製造販売業者による廃棄された

AED の捕捉率について下記の前提で試算すると

およそ 55%であった。 
 
＜捕捉率の算定の前提＞ 
① 販売された AED は７年ですべて耐用期間

を迎える 
② 耐用年数を迎えた AED は、１年以内に廃棄

登録される（つまり、販売から廃棄登録まで

に要する期間を８年と仮定） 
③ ①②から2009年までに販売されたAED（累

計販売数 218,050）はすべて廃棄登録の対象

となる 
④ 2017 年までの累計廃棄登録台数： 
 120,732 台 
⑤ 廃棄 AED の捕捉率＝120,732/218,050 
 
各製造販売業者別にみると 30％～70%台と大

きな差があった。AED の購入者の協力と、廃棄

AED の把握に対する製造販売業者による積極的

な取り組みが拡がることで、捕捉率の上昇が期待

できる。 
 

3）調査の活用（再掲） 

これまで、この経年的調査は、行政での施策 6)7) 

や民間研究機関 8)、全国紙 9)での報道等で活用さ

れるとともに、国際的医学雑誌に発信された本邦

の AED に関する複数の論文の基礎資料としても

活用されている 10)11)。 
 

E．結 論 

本邦においては、これまでおよそ 94 万台の

AED が販売され、うち市中に設置される AED
（PAD）が 83％（78.4 万台）を占める。販売台

数と機器の耐用期間から推定される市中への

AED 設置台数（2017 年末）は、52～57 万台と推

定されるが、今後さらなる精査が必要である。 
 

※本調査は経年的なデータの積み重ねが重要で

あり、前年度に実施した調査と同様の形で調査、

報告している。 
 

F．研究発表 

1．論文発表 

1) AED がもたらした救命のパラダイムシフト
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2．学会発表 

特になし 
 

3．その他 
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1) 日本経済新聞 2015/7/31 「AED 販売、10
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ながる AED の利用環境整備に関する調査ー

必要な時に誰も AED を利用できる環境づく
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図表２：ＡＥＤ販売台数（累計） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３：ＡＥＤの新規販売台数 
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研究要旨 

公共場所で発生した心停止傷病者に対して、市民救助者が自動体外式除細動器（automated 

external defibrillator: AED）を持参し、AED を操作した件数を明らかにした報告は見当たらな

い。本研究は、都市部の公共場所における心停止傷病者に対する市民救助者による AED の使用

状況を明らかにすることを目的とする。＜方法＞ 神戸市および大阪市の各消防局に対し、2016

年 12 月 1 日から 2017 年 3 月 31 日までの間に、名古屋市消防局に対し、2016 年 12 月１日か

ら 2017 年 11 月 30 日までの間に、消防機関が対応した院外心停止傷病者（住宅や老人ホームな

どの居住施設における心停止傷病者を除く）について、市民救助者により AED が心停止場所に

持参されたか、パッドの貼付の有無、電気ショックの実施の有無などを調査した。＜結果＞ 調

査期間中、公共場所での心停止数は 558 例であった。市民救助者により AED が持参されたのは

92 例（16.5％）であった。その内、パッドが貼付されたのは 89 例（96.7％）で、電気ショック

適応であったのは 35 例（39.3％）であった。電気ショック適応と判断された症例のうち、電気

ショックが実施されたのは 34 例（97.1％）であった。＜結論＞ 本研究は、我が国の都市部に

おける AED の使用状況を初めて明らかにした。都市部の公共施設および屋外において、心停止

傷病に対して市民救助者が AED を持参した割合は 16.5％で、そのうち、電気ショックの適応の

割合は 38.0％（35/92 例）であった。 

 

 

 

2016 年 12 月までの全国の自動体外式除細動器

（automated external defibrillator: AED）の販

売台数の累計は 835,329 台で、内、688,329 台

（82.4％）が市民救助者による利用を想定してい

る。市民救助者による心停止傷病者に対する AED

を用いた電気ショックの実施は増加傾向にあり、

心停止傷病者の社会復帰の増加に寄与している。

しかし、公共場所で心停止傷病者に対して、市民

救助者が AED を使用した件数は不明であり、市

民救助者が AED を使用することを阻害している

要因も明らかではない。本研究は、我が国の都市

部における AED の使用状況を初めて明らかにし



 

 

た。今後、市民救助者が AED を使用することを

阻害している要因の調査の基礎資料として活用

できる。 

 

A．研究目的 

本研究の目的は、都市部の公共場所における心

停止傷病者に対する市民救助者による AED の使

用状況を明らかにすることである。 

 

B．研究方法 

神戸市および大阪市の各消防局に対し、2016

年 12 月 1 日から 2017 年 3 月 31 日までの間に、

名古屋市消防局に対し、2016 年 12 月１日から

2017 年 11 月 30 日までの間に、消防機関が対応

した病院外心停止傷病者（ただし、住宅や老人ホ

ームなどの居住施設における心停止傷病者を除

く）について、市民救助者による AED の使用状

況をフローチャート（図 1）に基づき調査した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 市民救助者による AED の使用状況の調査 

 

AED の使用状況は、心停止現場に赴いた救急

隊員や消防隊員が目視、または現場にいた市民救

助者に口頭で調査した。あわせて各消防機関に、

傷病者の年齢、性別、覚知時間帯、覚知から傷病

者接触までの時間、バイスタンダーの有無、119

通報時における心肺蘇生法などの口頭指導の有

無および消防法施行令別表第１の区分に基づく

心停止発生場所の情報提供を依頼した。 

 

C．研究結果 

神戸市、大阪市および名古屋市の消防局から、

それぞれ 84 件、87 件および 471 件の情報の提供

を受けた。しかし、神戸市から提供されたデータ

は、AED の使用状況が集計され、傷病者の情報

と関連づけされていなかったため、集計から除外

することとした。 

市民救助者による AED の使用状況の結果を図

2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 市民救助者による AED の使用状況の結果 

 

 

現場に AED は？ 

パッドの装着は？

適応なし 

AED あり 

装着なし 装着あり 

ショックの適応は？ 

適応あり

ショックボタンを 
押したか？ 

押さなかった 押した

AED なし 

全体
558 

現場に AED が持参された
92 (16.5％) 

現場に AED が持参されなかった
466 (83.5％) 

パッドが貼付された
89 (96.7％) 

パッドが貼付されなかった
3 (3.3％) 

電気ショック適応
35 (39.3％) 

電気ショック非適応・記載なし
54 (60.7％) 

電気ショックが実施された
34 (97.1％) 

電気ショックは実施されなかった
1 (2.9％) 



 

 

市民救助者による AED の持参の有無で区分し

た心停止傷病者の背景を表 1 に示す。 

 

表 1 心停止傷病者の背景 

 市民救助者によるAED 

 持参された 

92 

持参されなかった

466 

年齢（中央値(四分位範囲)） 65 (48-74) 63 (49-75) 

性別 男性 74 (16.9％) 363 (83.1％) 

   女性 18 (14.9％) 103 (85.1％) 

通報から接触までの時間（分）（中

央値(四分位範囲)） 
7 (6-9) 7 (6-9) 

時間帯 昼間・夜間 (6−21時） 87 (18.5％) 383 (81.5％) 

        深夜帯 (22-5時) 5 (5.7％) 83 (94.3％) 

 

 

年齢に有意な差を認めず（Mann-Whitney U 検

定;p=0.843）、性別にも有意な差を認めなかった

（Fisher の正確確率検定;p=0.679）。また、消防

機関の 119 番通報から傷病者接触までの時間は、

有意な差を認めなかった（Mann-Whitney U 検

定;p=0.739）。心停止の発生時間帯では、深夜帯

の市民救助者による AED の持参の割合が有意に

低かった（Fisher の正確確率検定;p=0.001）。 

心停止の発生場所を消防法施行令別表第１に

基づき不特定多数出入施設（同別表第 1 1 項か

ら 4 項、5 項イ、6 項、9 項イ、16 項、16 の 2 項

および 16 の 3 項をいう）と特定多数出入施設（不

特定多数出入施設以外の同別表第１の施設をい

う）および屋外に区分したものを表 2 に示す。不

特定多数出入施設と特定多数出入施設での市民

救助者による AED の持参の有無の割合に、有意

な 差 は な か っ た （ Fisher の 正 確 確 率 検

定;p=0.176）。屋内と屋外の比較では、屋外にお

ける AED が準備された割合が有意に低かった

（Fisher の正確確率検定;p<0.001）。 

 

 

 

 

 

表 2 発生場所別の AED の持参状況 

 
市民救助者によるAED 

持参された 

92 

持参されなかった

466 

屋内
不特定多数出入施設 32 (20.5％) 124 (79.5％) 

特定多数出入施設 40 (27.8％) 104 (72.2％) 

屋外 20 (7.8％) 238 (92.2％) 

 

 

次に市民救助者により AED が持参された症例

の内、電気ショックの適応の有無で区分したもの

を表 3 に示す。電気ショック適応波形の割合は、

不特定多数出入施設と特定多数出入施設で有意

な差はなく（Fisher の正確確率検定;p=0.089）、

屋内と屋外の比較においても、有意な差はなかっ

た（Fisher の正確確率検定;p=0.439）。 

 

表 3 発生場所別の電気ショック適応の心停止傷病者 

 
ショックの適応 

35 

ショック非適応

54 

屋内
不特定多数出入施設 8 (25.8％) 23 (74.2％) 

特定多数出入施設 18 (46.2％) 21 (53.8％) 

屋外 9 (47.4％) 10 (52.6％) 

 

 

D．考 察 

大阪市および名古屋市において、公共場所で市

民救助者が AED を持参した割合は、16.5％であ

った。AED を持参できなかった理由は、調査を

していないため不明である。海外の同様な調査報

告では、市民救助者により AED が持参された割

合は、英国・ハンプシャーで 4.3％1)、オランダ北

部で 13.4％2)、カナダ・トロントで 14.2％3)であ

った。 

AED が市民救助者により持参された場合には、

96.7％で AED のパッドが貼付された。本研究の

結果からは、市民救助者が AED を操作すること

ができるため AED が現場に持参されたのか、

AED の音声ガイドや消防機関の通信指令の口頭

指導により AED の操作に不慣れな市民救助者で



 

 

も操作できたのかは、不明である。また、AED

が持参されたもののパッドが貼付されなかった

理由についても、市民救助者から聴取していない

ため、AED の使用法が分らない、AED を操作し

ている最中に消防隊や救急隊に引き継いだなど

は、不明である。 

市民救助者により AED が持参され、パッドが

貼付された症例のうち、電気ショックが実施され

た割合は 39.3％であった。オランダ北部の同様の

報告では、市民救助者により AED が持参された

症例のうち、電気ショックが実施された割合は、

55.3％2)であった。また、総務省消防庁の 2015 年

の救急蘇生統計では、市民救助者により電気ショ

ックが実施されていない症例の、救急隊接触時に

電気ショック適応波形を示した症例の割合は、

6.6％（4,961/75,556 例）であった。救急蘇生統

計では、住宅や老人ホームなどの居住場所におけ

る心停止が多く含まれることから、公共場所での

心停止は、居住場所の心停止に比較して、電気シ

ョック適応波形の存在割合が多いことが推察で

きる。 

心停止発生場所は、屋内と屋外では、屋外での

市民救助者による AED が持参される割合が有意

に低かった。屋外では、傷病者が倒れていること

が認識されにくい、AED が屋内に設置されてい

て直ぐには近づき難いなど、市民救助者による電

気ショックを阻害する要因になっているのかも

知れない。心停止発生場所別の電気ショック適応

波形の割合は、統計学的に有意な差を認めること

ができなかったが、症例数が増えることで、電気

ショック適応波形の割合が高い場所が明らかに

なると考えられた。 

我が国の都市部の公共場所での心停止の

52.6％4)が、AED の設置場所から 100ｍ以内で発

生しており、デンマーク・コペンハーゲンでの

28.8％5)、カナダ・トロントでの 23.2％6)と比較す

ると、市民救助者が利用できる AED の配置環境

は恵まれているが、市民救助者による AED の使

用の割合は、諸外国に比較して高くない。市民に

よる AED の使用を促進するため、AED の使用法

の普及が必要なのか、AED の使用を阻害する要

因があるのか、心停止傷病者に組織的に対応する

事業所内の AED プログラムの普及が必要なのか、

などの調査が必要と考えられた。 

 

 

E．結 論 

都市部の公共施設および屋外において、心停止

傷病に対して市民救助者が AED を持参した割合

は 16.5％で、そのうち、電気ショックの適応の症

例の割合は 38.0％であった。 
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研究要旨 

心停止患者を救命するためには、その場に居合わせた人（bystander）による心肺蘇生

（Cardiopulmonary resuscitation: bystander CPR）の実施および、自動体外式除細動器

（Automated external defibrillator：AED）による除細動が迅速に行われることが重要である。

そのため各地で心肺蘇生講習会が精力的に実施されているが、一般市民による目撃ありの心原性

心停止症例のうち、Bystander CPR の実施割合は約 50%、AED の実施割合に至っては 4.7%程

度に過ぎない。一般市民が CPR 実施や AED 使用に踏み切ることができない要因として、他の

bystander の存在、倒れている状態、倒れている場所といった心停止現場の環境、CPR 手技実

施への不安、心停止判断の難しさなどが報告されている。しかし、これら先行研究の対象者は

CPR を実施した人に限定されていること、CPR 実施の定義が胸骨圧迫実施、人工呼吸実施に限

定され、反応の確認や応援要請から始まる救命の連鎖の一連の行動が明らかになっていないとい

った限界がある。そこで本研究では以下の 2 点を明らかにすることを目的とする。１）CPR の

実施の有無に関係なく人が倒れた現場に居合わせた人を対象に、何らかの救命行動を起こす際に

抱く障壁を明らかにすること、２）過去に CPR 講習会を受講した人のうち、人が倒れた現場に

居合わせた際に何らかの救命行動を起こせた人と起こせなかった人とで比較を行い、どのような

CPR 講習会の内容が実際の行動に影響を与えたのかを明らかにすること。 
18 歳以上の一般市民に対して無記名自記式質問票による調査を行う。質問票は、救急医療の

専門家（救急医、看護師、救急救命士）および、心肺蘇生に関する知識を持つ一般市民に繰り返

し意見を聞き質問項目を確定させる Delphi 法を用い作成した。 
倫理委員会承認後（2018 年 6 月頃見込み）、全国で 9600 人を対象とした質問紙調査を行い、



 

 

年内に解析終了を予定している。調査結果より、人が倒れた現場に居合わせた人全体（何らかの

行動を起こすことができなかった人とできた人を含む）が抱く障壁やその程度の違いを明らかに

することが期待できる。また、一般市民が何らかの行動を起こすきっかけにつながる CPR 講習

会の内容を明らかにし、CPR 講習会の教育方法へ還元できる可能性がある。 

 
 

A．研究目的 

1) CPR の実施の有無に関係なく人が倒れた現

場に居合わせた人を対象に、何らかの救命行

動を起こす際に抱く障壁を明らかにする 
2) 過去に CPR 講習会を受講した人のうち、人

が倒れた現場に居合わせた際に何らかの救

命行動を起こせた人と起こせなかった人と

で比較を行い、どのような CPR 講習会の内

容が実際の行動に影響を与えたのかを明ら

かにする 
 

B．研究方法 

1）研究デザイン 

質問票調査による横断的研究 
2）セッティング 

本研究に賛同いただける機関や企業。心肺蘇生

講習会を実施している消防や日本赤十字社、NPO、

その他健康に関する取り組みを行っている企業

へ協力を依頼予定。 
3）研究対象 

① 選択基準（質問票配布対象者）：18 歳以上の

一般市民を対象とする。卒倒現場への遭遇有

無および、救命行動実施の有無は問わない。 
② 除外基準：医療系国家資格取得者 

4）予定研究対象者数 

① 質問票配布数：9600 人 
② 主要評価項目の解析対象者数：235 人 

5）質問紙作成方法 

① 救命行動を起こす際に抱く障壁について、

島本らが行った「院外心停止現場での心肺蘇

生実施に対する救助者の心理に関する質的

研究」の結果をもとに、仮質問票を作成した。 
② 救急医療の専門家（救急医 4 人、看護師 3
人、救急救命士 3 人）で専門家パネルを構成

し、質問票に掲載する項目を決定するために

Delphi 法を行った。Delphi 法は先行研究の

方法に従い 2 回行い、第 1 回は、各項目に対

して「質問項目が何らかの救命行動を起こす

際に抱く障壁を説明しているか」どうかを、

「項目として極めて適切でない」から「項目

として極めて適切である」までの 9 段階（1
～9 点）で評価を行った。その際表現が分か

りにくい項目について質問を行ったこれら

の結果の集計を行い、再度第 2 回目の評価を

行った。集計の結果、回答者の 80%が 6 点以

上あるものを採用候補の質問項目とした。同

じカテゴリー内の質問項目が 2つ以上候補と

なった場合は、より得点が高いものを採用と

した。また、回答者の 80%が 4 点以下であれ

ば掲載する項目から除外した。第 2 回目は、

採用も除外もされない項目に対しての人数

分布と前回の回答を示した上で、再度 9 段階

で評価を行った。第 1 回で新規に提案された

項目についても同様に評価を行った。最後に、

専門家パネルに対して質問項目についての

合意を得た上で、質問票を確定させた。 
③ 卒倒現場に遭遇した経験のある一般市民や、

心肺蘇生に関する知識を持つ一般市民 10 名

に対し、専門家による Delphi 法にて作成し

た質問調査票を配布し、評価を得ることによ

り、表面的妥当性を検討する。 



 

 

④ 掲載する質問項目について専門家パネルの

合意を得た上で、質問票を確定させる。 
6）質問票の配布・回収方法 

① 心肺蘇生講習会を行っている機関 
講習会に参加している一般市民に対して、

講習会開始前に 5）で作成した無記名自記式

質問票を配布し、その場で回収を行う。Web
による回答を希望した者に対しては、回答用

の URL を配布し、回答を依頼する。 
② それ以外の機関 

該当者に対して本研究の趣旨と 5）で作成

した質問票および、Web 回答用の URL を記

載した用紙を配布する。Web または紙媒体の

どちらか個人の都合が良い方法で回答する

ように文書で説明を行う。質問票（紙媒体）

への回答の場合、郵送による回収を行う。 
7）調査項目 

① 障壁となった要因 
 ・死の恐怖への接触 
 ・命を預かることへの負担感 
 ・救命行為に伴う自身への代償の予測 
 ・心停止かどうかの不安 
 ・CPR 実施（心肺蘇生実施）への不安 
 ・混乱・焦り 
② 救命行動の実施 

(ア) 119 番通報 
(イ) 胸骨圧迫 
(ウ) 人工呼吸 
(エ) AED の使用 
(オ) 上記以外に何らかの救命行動 
上記項目に対して、それぞれ「実施した」「実

施しなかった」「他の人が実施しており、実施

する必要がなかった」の 3 択で回答を得る。 
③ 対象者の性質 
年齢、性別、心肺蘇生講習会受講回数、過去

の救命経験、医療系国家資格の有無 
 

④ 卒倒現場の情報 
卒倒現場遭遇の有無、卒倒現場の遭遇前に受

講した心肺蘇生講習会の時期、現場の場所、卒

倒理由、他の救助者の有無、傷病者との関係性、

傷病者の性別、傷病者の年齢 
⑤ AED 使用に関する障壁 

AED の使用方法に対する不安、AED を見つ

けることが出来なかった、AED 使用判断の困

難 
⑥ CPR 講習会の内容 
実技指導の有無、死戦期呼吸の指導の有無、

心停止の判断に迷った場合に胸骨圧迫を開始

するという指導の有無、AED のガイド機能が

あるという指導の有無、心肺蘇生の重要性の認

識など 
8）解析の概要 

① 主要評価項目：何らかの救命行動実施 
 7）②の 5 項目の中で 1 項目以上「実施した」

に当てはまれば「何らかの救命行動実施」と

する 
② 主要評価項目解析対象者選択基準：5 年以内

に傷病者の卒倒現場に居合わせた経験のあ

る 18 歳以上の一般市民 
③ 解析方法 
(ア) 調査項目を度数分布や平均値、標準偏差、

信頼区間等を用いて記述的に要約する。 
(イ) 救命行動を実施した群と実施しなかっ

た群において、各質問項目の割合の差につい

てはカイ二乗検定、平均の差については t 検
定を用いて検定を行う。 

(ウ) 主要評価項目については、5 年以内に傷

病者の卒倒現場に居合わせた経験のある 18
歳以上の一般市民を対象に、各障壁や心肺蘇

生講習会の内容を説明変数とし、何らかの救

命行動の実施に関するオッズ比とその 95%
信頼区間を算出する。多因子を調整する際は、

ロジスティク回帰分析を用いる。 
(エ) 対象者の背景や心肺蘇生講習会の内容

については、卒倒現場に居合わせなかった者

の回答に対しても記述的に要約を行う 
 



 

 

C．研究結果 

先行研究をもとに作成した仮質問票を用いて、

専門家パネルによる Delphi 法を行った。 
先行研究の各カテゴリー（７）①に記載の 6 項

目）に対して、5 項目ずつ質問項目の作成を行い、

専門家パネルによる Delphi 法により、各カテゴ

リーに対して 1 つの質問項目の決定を行った。質

問項目に対しては、専門家パネルから得たコメン

トをもとに文言の修正を行った。 
これらの結果をもとに質問票を作成し、今後、

一般市民による質問票評価を予定している。 
2018 年 4 月 28 日現在、京都大学大学院医学研

究科・医学部及び医学部附属病院 医の倫理委員

会の最終審査結果待ちである。 
 

D．考 察 

1）今後の予定 

倫理審査承認後、卒倒現場に遭遇した経験のあ

る一般市民や、心肺蘇生に関する知識を持つ一般

市民 10 名による質問票の評価を実施し、本調査

において配布する質問票を決定する。その後、質

問票の配布を開始する。主要評価項目である、5
年以内に傷病者の卒倒現場に居合わせた経験の

ある 18 歳以上の一般市民による回答が 235 名以

上を達成するまで配布・回収を行う。 
 

2）期待される成果 

人が倒れた現場に居合わせた人全体（何らかの

行動を起こすことができなかった人とできた人

を含む）の障壁となる要因やその程度の違いを明

らかにすることができる。また、胸骨圧迫や AED
以外の救命行動の実態とそれらに対する行動へ

の障壁を明らかにすることができる。 
CPR 講習会で一般市民がどのような指導をう

け、それらが影響し救命行動の実施に至ったのか

を明らかにすることができる。今までの講習会で

は、技術指導に焦点があてられてきたが、技術指

導以外の指導内容の重要性を明らかにすること

で、今後の講習会の指導内容の見直しを行うこと

ができる。 
 

E．結 論 

研究遂行中であるためなし 
 

F．研究発表 

なし 
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研究要旨 

AED 使用割合が低い原因として、周辺の AED を探し出すことが困難であること、地域の救

急システムや救助の意思を持つものが心停止を発見することが困難であることが考えられる。そ

の課題を解決するために、愛知県尾張旭市では、ソーシャルメディアテクノロジーを用いた心停

止発生通知システム導入し、実証実験を進めている。本システムでは、119 番通報を受信した通

信指令員が心停止を疑った際、事前に登録された心停止現場付近にいるボランティアへ心停止の

発生情報と周辺の公共 AED の情報を伝達することで速やかに AED を現場に届けることを目指

している。本研究では、こうしたシステムの活用を通じて AED の使用促進に繋げるための課題

について検討する。 
尾張旭市の実証実験において、登録ボランティアは 120 名の消防職員から開始し、2017 年 6

月に 84 名の市役所職員を追加した。ボランティア増員前後で、通知発信対象者が増加したにも

関わらず、通知に呼応して実際に行動を起こすボランティア人数に大きな変化は認められず、登

録者の更なる増員が必要と考えられた。2018 年より登録対象を尾張旭市内に居住、通勤、通学

する市民に拡大し、AED 使用促進に必要な適正な登録数について検討を重ねる予定である。 
本実証実験においては、登録ボランティアに対して一次救命処置と個人情報への配慮について

講習を実施しているが、登録者を拡大するにあたっては講習会受講のハードルを下げる工夫が求

められる。尾張旭市消防本部が実施する講習会では、総務省消防庁が作成する e-learning を事

前受講すること、受講者 2 人に 1 体の蘇生人形を使用することで講習時間の短縮化を図るとと

もに、胸骨圧迫の質、AED の使用について客観的評価を行う予定である。 

 
 
 
 



 

 

A．研究目的 

事前に登録された心停止現場付近にいるボラ

ンティアへ心停止の発生情報と周辺の公共 AED
の情報を伝達することで速やかに AED を現場に

届けるソーシャルメディアテクノロジーを用い

た心停止発生通知システムの実証実験を通じて

AED の使用促進に繋げるための課題について検

討すること。 
 

B．研究方法 

愛知県尾張旭市における「ソーシャルメディア

テクノロジーを用いた心停止発生通知システム」

の実証実験を通じた登録ボランティアの活用に

よる AED 活用促進に向けた課題抽出をおこなう

ために、以下の 2 つの研究を実施する。 
 

研究①：登録ボランティアに応募する際の障壁と

なる課題の抽出 
研究②：愛知県尾張旭市の実証実験における登録

ボランティアに対する救命処置と個人

情報保護に関わる講習会の効果検証 
 

研究デザイン：ケースシリーズ 
セッティング：愛知県尾張旭市 
 （人口：83,345 人、面積：21.03km2） 
対象：愛知県尾張旭市において、2018 年 4 月以

降に新たに登録ボランティアとなるために救

命講習を受講したもの。 
除外基準：なし 
対象者の人数：120 名程度を予定 
研究期間：2018 年 4 月 1 日～2019 年 3 月 3 日 

 
検討項目： 
研究① 

測定項目： 
回答者情報：性別、年齢、学歴、職業、資格、

過去の講習会受講歴 
質問項目：心停止現場に居合わせた市民が抱く

障壁に関する先行研究を参考としながら質問

紙を作成する。 
測定方法：登録ボランティアとなったものに対

して、質問紙を配布する。質問紙配布時期につ

いては研究②が登録ボランティアに対する救

命処置と個人情報保護に関わる講習会の際に

配布することを考慮し、同時となった回答者の

負担にならないよう配慮する。 
 

研究② 

測定項目： 
受講者情報：性別、年齢、学歴、職業、資格、

過去の講習会受講歴 
胸骨圧迫の質情報：胸骨圧迫の深さ、胸骨圧迫

のリコイル、胸骨圧迫のテンポ、 chest 
compression fraction、AED パッド装着までの

時間、AED による電気ショックまでの時間 
測定方法：受講者情報は受講者アンケートより

収集する。胸骨圧迫の質情報は「しんのすけく

ん」より収集する。AED の操作に関わる時間

については、研究者等が測定を行う。 
測定機器：胸骨圧迫の質は、住友理工株式会社

が開発した、胸骨圧迫訓練評価システム「しん

のすけくん」を用いておこなう。 
 

C．研究結果 

愛知県尾張旭市で継続しているソーシャルメ

ディアテクノロジーを用いた心停止発生通知シ

ステム導入した実証実験を通じて登録ボランテ

ィアの活用による AED 活用促進に向けた課題抽

出を行う準備を進めている。 
システムについては、先行研究と比較しても質

の高いシステムを構築できていると考えられた。

実証実験では平成 29 年 6 月より登録ボランティ

アを消防職員に加え市役所職員を追加すること

で、心停止発生通知の受信対象者は増加したが、

実際に行動を起こした登録ボランティア数の増

加には繋がらなかった。そこで、登録ボランティ



 

 

アの更なる増員が課題として挙げられ、登録ボラ

ンティアの対象を市民へ拡大する準備を進めて

いる。 
登録ボランティアの対象を市民へ拡大する中

で、登録ボランティアが受講する講習会内容につ

いて議論した。本実証実験においては、消防庁の

普通救命講習Ⅰに筆記および実技試験を追加し

た普通救命講習Ⅱに準じた内容とすること、心停

止発生場所が自宅が多いことから個人情報保護

についも内容に盛り込むことを決定した。 
平成25年厚生労働省医政局長通知 1) によると、

普通救命講習Ⅰに筆記および実技試験を課した

講習は 220 分を要することとなっている。本実証

実験では、その他にも実証実験について、個人情

報保護について、メンタルケアについて、スマー

トフォンアプリの使用法についてなど多岐にわ

たる説明・講習をする必要があり、長時間の講習

会が登録ボランティアに応募する際のハードル

となることが懸念された。そこで、総務省消防庁

が作成した e-learning 教材を用いること、また、

平成 28 年消防庁次長からの「応急手当の普及啓

発活動の推進に関する実施要綱の一部改正につ

いて」2) に従って、受講者 2 人に 1 体の訓練用資

機材一式を準備することで講習会時間を短縮す

ることとした。 
本実証実験における登録ボランティアに対す

る救命講習は消防庁の普通救命講習Ⅱに該当す

るものであるが、上記の要領で時間短縮を図った

講習会の教育効果を測定した研究は存在しない。

また、登録ボランティアに対しては、実技試験に

おいて、客観的指標に基づいた胸骨圧迫の質的評

価をおこない、効果的かつ質の高い心肺蘇生法の

実施ができる者を養成する必要があると考えら

れた。そこで、本実証実験における登録ボランテ

ィアに対する救命講習において、胸骨圧迫訓練評

価システム「しんのすけくん」を用いて胸骨圧迫

の質を客観的に評価することとした。 
 
 

D．考 察 

1）今後の予定 

愛知県尾張旭市における登録ボランティア募

集は 2018 年 5 月 1 日より市の広報誌、市ホーム

ページなどで開始された。第 1 回の講習会は 6 月

24 日を予定しており、年間 3 回の講習会で定員

120 名に対して講習、ボランティア応募の際の障

壁に関する質問紙調査、講習会の効果検証をおこ

なう予定である。 
 

2）期待される成果 

研究① 
登録ボランティアに応募する際の障壁を明ら

かにすることで、登録ボランティア増員に向けた

改善に繋がることが期待される。登録ボランティ

アに応募する際の障壁は、市民が心停止傷病者に

対して救助をおこなう際の障壁にも一部応用で

きると考えられ、本研究で明らかになった障壁を

取り除く方策は、AED の使用促進に繋がること

が期待される。 
 

研究② 
登録ボランティア養成講習会で、客観的指標を

用いて胸骨圧迫の質を評価し、効果的かつ質の高

い心肺蘇生法を習得できる講習会が開催できて

いることが示されると期待される。本実証実験で

の結果により、これまでの救命講習会より講習時

間を短縮しても、十分な手技が習得できることが

示唆される。短時間でも十分な手技が習得できる

ことで、より多くの市民に講習会の受講を促し、

AED 利用促進に繋がることが期待される。 
 

E．結 論 

研究遂行中であるため、なし 
 

F．研究発表 

なし 



 

 

 
文 献 

1) 厚生労働省医政局長通知「非医療従事者によ

る自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用につ

いて」（平成 25 年 9 月 27 日、医政発 0927
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『市民による AED のさらなる使用促進と AED 関連情報の取扱いについての研究』 

分担研究報告書 

 

AED の内部記録情報を含めた 
市民による AED 使用事例の事後検証体制構築に関する検討 
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研究要旨 

（目的）平成 16 年、厚生労働省から通知が発出され、非医療従事者による自動体外式除細動

器（以後、「AED」とする）の使用が事実上認可された。その際、厚生労働省は、非医療従事者

が AED を使用した場合の効果について、「救急搬送に関わる事後検証の仕組みの中で、的確に

把握し、検証に努めるもの」として検証の実施を求めた。これを受けて、総務省消防庁も、非医

療従事者が AED を使用した場合の効果について、メディカルコントロール（以後、「ＭＣ」と

する）協議会での検証の実施を求めた。それから 10 年余りが経過したが、現在においてもなお、

各都道府県、地域ＭＣ協議会において、非医療従事者が AED を使用した場合の検証が十分に行

われている状況ではない。本研究は、非医療従事者が AED を使用した場合の効果の検証の現状

を明らかにするものである。 
（方法）資料の調査、ヒアリング、会議形式の議論等をもとに検討した。 
（結果）消防庁によるアンケート調査（平成 26 年度）では、全国の消防本部のうち 38.9％（292

本部）で、非医療従事者が AED を使用した場合の効果の検証は行われていない。非医療従事者

が AED を使用した場合の効果の検証には、①AED による傷病者への救命効果はどうであった

かという検証と、②AED が非医療従事者によって適正に使用されたかという AED の適正使用

の検証の２つがあるが、どの検証が、どの程度実施されているかについては明らかになっていな

い。検証の実施には多くの情報が必要となるが、特に、医療機関での診療に関する情報と、AED
の内部に残された情報についてはその入手に大きな障壁がある。 
（考察・まとめ）非医療従事者が AED を使用した場合の効果の検証の現状を明らかにした。

今後、検証の標準化、検証に必要な情報の収集の円滑化を通じた検証体制の整備が必要である。 

 
 
 



 

 

A．研究目的 

平成 16 年 7 月 1 日、厚生労働省から通知が発

出され、非医療従事者による自動体外式除細動器

（以後、「AED」とする）の使用が事実上認可さ

れた。その際、厚生労働省は、非医療従事者が

AED を使用した場合の効果について、「救急搬送

に関わる事後検証の仕組みの中で、的確に把握し、

検証に努めるもの」として検証の実施を求めた 1)。

これを受けて、総務省消防庁も、非医療従事者が

AED を使用した場合の効果について、メディカ

ルコントロール（以後、「MC」とする）協議会で

の検証の実施を求めた 2)。 
それから 10 年余りが経過したが、現在におい

てもなお、各都道府県、地域MC協議会において、

非医療従事者が AED を使用した場合の検証が十

分に行われている状況ではない。 
本研究は、非医療従事者が AED を使用した場

合の効果の検証の現状を明らかにするものであ

る。 
 

B．研究方法 

資料調査、ヒアリング、会議形式の議論等をも

とに検討した。 
 

C．研究結果 

1）非医療従事者による AED 使用の現状 

ア）AED により電気ショックまで行った事例 
非医療従事者が AED を使用して電気ショック

まで実施した件数については、消防庁より経年的

に全国の状況が報告されている。平成 28 年中で

は AED による電気ショックが全国で 1,968 件行

われており、その件数は、年々、増加している 3)。 
イ）電気ショックまでは至らなかった事例 

AED を使用するも電気ショックまでは至らな

かった事例がどの程度あるかについての全国的

な統計はない。東京消防庁の調査 4) では、AED
を装着した事例の 884 例のうち 271 例（32.1%）

が電気ショックまで至っている。このデータから

すれば、電気ショックに至った例の３倍に AED
が使われようとしたことになる。 

現在、消防庁において、一般市民が AED を使

用しようとした（電気パッドを貼付した）事例の

全数を把握する体制整備が進められている。平成

34 年から結果が公表される見込みである 5)。 
 

2）効果の検証の実施状況 

消防庁によるアンケート調査（平成 26 年度）6) 

では、全国の消防本部のうち 60.9%（457 本部）

で効果の検証が実施されているものの、38.9％
（292 本部）では行われていない。 

検証が行われていない背景には、その地域にお

いて AED の使用事例がなかったことも要因とな

るが、同アンケート調査では、事後検証の実施を

妨げる要因として、「除細動を行った住民（非医

療従事者）本人との接触が難しい」、「AED のリ

ース会社にデータの提供を求めたところ、個人情

報に係るとの理由で断られた」、「検証に係る負担

金、医師の調整がなされていない」、「民間保有の

AED については、データ抽出に費用負担が発生

する」をあげている。 
 

3）効果の検証の内容 

非医療従事者が AED を使用した場合の効果の

検証には、（ア）AED による傷病者への救命効果

はどうであったかという検証と、（イ）AED が非

医療従事者によって適正に使用されたかという

AED の適正使用の検証の２つがある。都道府県・

地域 MC 協議会において、どの検証が、どの程度

実施されているかについては明らかになってい

ない。 
 

ア）AED による傷病者への救命効果の検証 
AED による救命効果の検証は、救命率や社会

復帰率等について、救急蘇生統計（「ウツタイン

様式」に基づいて消防機関によって記録される統

計データ）などを活用して行われる。 



 

 

傷病者の転帰についての情報が不可欠であり、

医療機関からの情報提供が、必須となる。医療機

関からの情報提供は、個人情報保護との関係で整

理が必要となる（→後述の「医療機関での診療に

関する情報」の頁を参照）。 
救命効果の科学的な分析には、統計学に基づく

解析が不可欠であり、統計知識や統計ソフトが必

要となる。これも検証を行う上での一つの障壁と

なる。 
 

イ）AED の適正使用に関する検証 
AED には、その使用の段階ごとに、適正な使

用に至らないいくつかの要因がある（図 1）。これ

らの要因は、救助者、機器、傷病者、環境のいず

れかに帰属する。 
①救助者に帰属する要因 
・AED の必要性に気が付かなかった 
・パッドを貼付しなかった 等 

②機器に帰属する要因（AED の管理者の要因

も含む） 
・バッテリーが切れていた 
・機器が故障していた 等 

③傷病者に帰属する要因 
・胸毛が多くパッドを適正に貼付できなかっ

た 等 
④環境要因に帰属する要因 
・AED が近くに設置されていなかった 
・鍵がかかり持ち出せなかった 等 

 
4）検証に必要な情報の入手 

前述の「効果の検証の内容」に記載した「AED
による傷病者への救命効果の検証」と「AED の

適正使用に関する検証」の実施には多くの情報が

必要となる。 
具体的には、傷病者に関する情報、救助者に関

する情報、救急隊の活動に関する情報、搬送され

た医療機関での傷病者に関する情報、AED の内

部に残された情報、環境に関する情報である。 
いずれの情報の入手にも、ある程度の時間、手

間、費用を要することは避けられないが、特に、

（ア）医療機関での診療に関する情報、（ 
イ）AED の内部に残された情報についてはそ

の入手に大きな障壁がある。 
 

ア）医療機関での診療に関する情報 
①情報の内容 
医療機関に搬送された傷病者の転帰、例えば一

か月生存の有無、神経学的転帰などが重要な情報

となる。診療情報であり、医療機関が保持するた

め、医療機関から消防機関への情報提供が必要と

なる。 
②情報入手の障壁 
組織間の情報の移動を伴うため問題となるの

が、個人情報保護法制との関係である。 
これまで、医療機関から消防機関へ提供される

傷病者に関する情報の取り扱いについては、「医

療機関に搬送した傷病者に関する情報について」

（平成 17 年 3 月 31 日付消防救 第 95 号通知）と

「救急・救助統計のオンライン化について」（平

成 18 年 3 月 13 日付消防救第 38 号通知）によっ

て、一応の整理が示されてきた 7) 。AED の効果

に関する検証を行う上でも同様の取り扱いが可

能であろうが、定かでではない。この整理が情報

の入手の障壁を軽減する。 
 

イ）AED の内部に残された情報 
①情報の内容 

AED の内部には、非使用時の定期的な自己機

器チェックのログが記録されているだけでなく、

AED 使用時の状況も記録されている。電源投入

からの機器の作動状況や、傷病者の心電図情報な

どが時間の経過とともに記録しているのである。 
これらの情報は、傷病者の医療機関での診療に

活用されるだけでなく、AED の適正使用に関す

る検証において有用な情報となる 8)。具体的には、

AED のバッテリー切れ、故障などが検証可能と

なる。これらの問題は、これまでも多数報告 9)、

報道 10)11) されており、医療機器の自主回収の対象



 

 

ともなっている現状 12)13) がある中、重要な情報

となる。また、救助者が AED を適切に使用でき

たかなどの検証も可能である。公衆衛生上も重要

なデータ 14)といえる。 
②情報入手の障壁 

AED 内部情報の入手には、多数の障壁がある。

小菅らは、使用された AED の回収、データの抽

出、AED の返却それぞれに課題があると報告 15)

している。 
また近年、AED の内部情報の収集についての

環境の変化があった。これまで AED の製造販売

会社は、機器内に記録されたデータの収集や提供

について、消防機関や医療機関から求められた場

合は、無償で対応していた。しかし、平成 25 年

12 月に、電子情報技術産業協会（JEITA）が通

達 16) を出し、医療機関や消防機関などへの AED
のデータ提供については、医療機器の選択や購入

を「誘引する手段としての便益労務」に該当する

とした医療機器業公正取引協議会の見解を伝え

た。これによって、MC 協議会の事後検証のため

のデータ提供についても、業者側から報酬の支払

いを求められる状況が生じた 17)。 
MC 協議会へのデータ提供は「便益供与」に該

当するとは考えにくいものの、実態として AED
の製造販売会社は有償での対応を求めており、検

証への大きな障壁となっている。 

 

D．考 察 

（検証の実施状況と標準化） 
非医療従事者が AED を使用した場合の効果の

検証については、およそ６割の消防本部において、

MC 協議会のもと実施されている。しかし、効果

の検証が、どのような検証内容で、どの程度実施

されているかは明らかでない。これは、検証が求

められていながら、その検証内容までは整理され

ていかったことが背景の一つである。 
今後は、どのような内容で誰が、どのように検

証を実施するかなどの基準があるとよいだろう。

つまり、AED の効果の検証の標準化である。標

準化によって AED の効果の検証が進むと考える。 
 

（情報入手のための障壁の軽減） 
検証の際にはその材料となる情報が必要なる

が、その情報の収集は必ずしも円滑には進まない。 
一つは個人情報保護への配慮である。個人情報

保護法制の変更など、情報を取り巻く環境の変化

に適切に対応するのは必ずしも容易ではない。

AED の検証のための情報収集についても今後、

個人情報についての整理が必要である。 
AED の内部データの検証も容易ではない。円

滑な収集のためには、AED 製造販売業者の協力

が欠かせない。前述のとおり、AED の不具合や

故障が現実に起きている状況では、本来、AED
の製造販売会社が積極的に情報収集し、第三者に

検証を求めてもよい状況であるといえる。このよ

うな中で、内部データの有償化は、むしろ検証体

制の後退といえる。内部データが個人情報にも配

慮されつつ、検証に円滑に活用される体制が必要

である。 
 

E．結 論 

非医療従事者が AED を使用した場合の効果の

検証の現状を明らかにした。今後、検証の標準化、

検証に必要な情報の収集の円滑化を通じた検証

体制の整備が必要である。 

 

F．研究発表 

特になし 
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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

『市民による AED のさらなる使用促進と AED 関連情報の取扱いについての研究』 
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研究要旨 

児童生徒の心臓突然死は稀ではあるが、家族、学校、地域への影響が大きく、学校保健上の重

要な課題である。またその予防と治療は、イベント後の集中治療及び後遺症治療などの費用、遠

隔期の療養福祉費用の削減の上からも重要である。 
学校管理下の児童生徒の心臓突然死の発生率は、AED の使用が市民に解禁された 2004 年以

降急な減少傾向にある。さらに“学校突然死ゼロ”キャンペーンが国内外で提唱され、各種スポ

ーツ大会での救命例も報道されるなど近年その傾向は維持されているように思われる。 

日本学校保健会の調査によれば、平成 24 年度〜28 年度の 5 年間に学校管理下で児童生徒に

AED による電気ショックを施行した人数は、小学生 32 名、中学生 54 名、高校生 61 名であり、

その多くがプールや運動場、体育館で発生していた。後遺症を残すことなく復帰した例は小学生

23 名（71.9％）、中学生 34 名（66.7％）、高校生 36 名（64.3％）であった。また以前から心臓

病を指摘されていたのは小学生 12 名（うち運動制限あり 9 名）（37.5％）、中学生 14 名（うち

運動制限あり 14 名）（27.5％）、高校生 20 名（うち運動制限あり 13 名）（35.7％）であった。

これらの詳細な検討は調査の性格上困難であるが、病院データの解析から心臓検診へのフィード

バックや発生状況、AED 未使用例の理由等が明らかになれば、学校突然死ゼロに向けた取り組

みが一層前進することが期待される。 
本研究では病院ベースの児童生徒の院外心停止データベースを作成して、その期待に答えよう

とするものである。平成 27 年度以降の一次調査および二次調査を全国の救命救急センター、日

本小児循環器学会修練施設等を対象に行う。 

 
 
小中学生の院外心原性心停止、いわゆる心臓突

然死は稀とされるが、家族、学校、地域への影響

が大きく、学校保健上の重要な課題である。また

その予防と治療は、イベント後の集中治療及び後

遺症治療などの費用、遠隔期の療養福祉費用の削

減の上からも重要である。 
学校管理下の小中学生の心臓性突然死の発生

率は、2004 年以降急な減少傾向にある。“学校突



 

 

然死ゼロ”キャンペーンが国内外で提唱され、各

種スポーツ大会での救命例が公表されつつある

現在の、学校管理下心臓突然死の最近の動向につ

いては十分に明らかにされていない。 

 

A．研究目的 

2005-09 年に院外心原性心停止を来した小中学

生を対象とした調査研究によれば 58 例が登録さ

れ、学校管理下における心停止例は 32 例（55％）、

発症前経過観例（F 例）28 例 48％、学校発症例

中 F 例 16 例（ 50 ％）。学校発症例は、

bystander-AED （92％は教員が施行）が多く

（38％vs 8％, p=.01）、社会復帰率が良好で（69％
vs 35％, p=.02）、運動関連例が多く（84％vs 42％, 
p=.001）、学校内の場所は運動場、プール、体育

館が 84％を占めた。学校発症例で by-AED を受

けたのは、運動関連で多く（41％ vs 20％）、学

校の運動関連 27 例中 by-AED を受けた割合は、F
例 42％、非 F 例 40％で差がなかった（p=.93）
学校管理外に比べて運動と関連し、bystander に

よる除細動率、社会復帰率が高値であった。 
本研究では、その後の環境変化に伴った変遷を

明らかにしようとする病院ベースの全国調査で

ある。心臓検診との関連を解析することで心臓検

診の精度向上につなげる事も目指す。最終的には

学校突然死ゼロを目標とする。 
 

B．研究方法 

調査内容 
1）一次調査 

病院レベルの小中高校生心原性院外心停止症

例全国調査 
全国の救急搬送病院、小児循環器施設を対象 
小中高校生の心原性院外心停止症例の登録 

2）二次調査 

（1）基本情報：都道府県、性別、年齢、学年、

人種 
（2）イベント情報：年月、時間、場所（学校内

の場所）、発症状況（運動との関連） 
（3）発症状況：目撃者の有無、心肺蘇生者、AED

使用の有無、使用者、発症から AED 使用ま

での時間、AED 使用回数 
（4）予後：自己心拍再開の有無、時期、生命予

後（１ヶ月生存）、二次予防の治療、１ヶ月

時の神経学的予後 
（5）疾患情報：最終診断名、診断方法、既往歴、

家族歴、前兆、学校心臓検診での異常の指摘

の有無、学校での管理区分、過去の学校心電

図の検討の有無、内容 
 

C．研究結果 

小児循環器修練施設127施設に一次調査を行っ

た。79 施設から回答があり、回収率 62％であっ

た。この期間中に平成 27年１月から 12月までに、

該当施設で管理した小中高校生心原性院外心停

止症例は以下の通りであった。 
 

 
症例数 男 女 

小学生 11 5 6 
中学生 9 8 1 
高校生 11 6 5 
合計 31 19 12 

 
現在平成 28 年度一次調査の結果と合わせて二

次調査を予定している。 
 

D．考 察 

日本学校保健会の調査によれば、平成 24 年度

〜28 年度の 5 年間に学校管理下で児童生徒に

AED による電気ショックを施行した人数は、小

学生 32 名、中学生 54 名、高校生 61 名であった。

発生状況別では小学校で水泳、中高校で部活が多

かった。後遺症を残すことなく復帰した例は小学

生 23 名（71.9％）、中学生 34 名（66.7％）、高校

生 36 名（64.3％）であった。また以前から心臓



 

 

病を指摘されていたのは小学生 12 名（うち運動

制限あり 9 名）（37.5％）、中学生 14 名（うち運

動制限あり 14 名）（27.5％）、高校生 20 名（うち

運動制限あり 13 名）（35.7％）であった。 
すなわち学校で AED による電気ショックが必

要となった児童生徒のうち、心臓病が指摘されて

いなかった割合は、約 3 分の２であり、心臓検診

で指摘されなかった児童生徒も含めて、運動場所、

運動状況における学校救急の一層の充実が学校

突然死ゼロにむけた取り組みとして必要と考え

られた。より具体的に心疾患と管理状況も含めた

二次調査が求められている。 
 

E．結 論 

児童生徒の院外心停止は、高リスク群を完全に

把握することは困難であるが、発生状況、場所や、

現場での対応を含めた詳細な解析よって救命率

の一層の向上が期待できるため、データベースの

構築が必須である。 
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